
先週のポイント

先週の市場動向（内外株式）

国内株式 東証33業種別騰落率 外国株式 S&P500業種別騰落率
（上位） 1 食料品 1.7% （上位） 1 公益事業 -1.3%

2 陸運業 1.6% 2 不動産 -1.5%
3 電気･ガス業 1.4% 3 生活必需品 -2.4%
4 ゴム製品 1.2% 4 ヘルスケア -2.6%
5 化学 1.1% 5 金融 -3.0%

（下位） 1 鉱業 -5.6% （下位） 1 情報技術 -6.1%
2 石油･石炭製品 -4.6% 2 エネルギー -5.1%
3 証券業等 -2.6% 3 一般消費財・サービス -4.3%
4 銀行業 -2.6% 4 コミュニケーションサービス -4.0%
5 鉄鋼 -2.5% 5 素材 -3.5%

(出所)Bloomberg (出所)Bloomberg

特別勘定運用部
2018年11月26日

株価は日米ともに週間ベースでマイナスとなったが、特に米株が大きく売られ、主要3指数は約4％下落した。米の大手ハイテク企業に対する
ネガティブな報道、原油相場の急落が売り材料となった。原油相場は世界的な供給過剰に対する不安が台頭する中で先月から下落が続いて
おり、金曜日には約1年1ヶ月ぶりの安値を付けている。株安、原油安を受けて安全資産としての米国債が買われ、米金利は低下した。

下落 下落
週初はトランプ大統領が中国製
品に対する追加関税発動を見
送る可能性を示唆したことか
ら、日経平均は3営業日ぶりに
反発。その後は米株、中国株の
下落に加え原油価格の急落を
受けて、株価は一時21,200円台
まで落ち込むも週末は円高が
一服したことから持ち直し、週
間では33円安となった。

（米国）アップルなどハイテク関
連株が下落したほか、原油価
格の急落を受けてエネルギー
関連株も売られ、株価は週間
で下落。
（中国）米株の下落に加え、商
業銀行の不良債権比率が上昇
したことへの懸念も相場の重し
となり、株価は週間で下落。

日経平均株価 ＮＹダウ

ユーロストックス 上海総合
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上海証券取引所売買高（右軸-億株）

上海総合

2018年3月末 10月31日 11月16日 11月23日
（年度始～）

2018年3月末比
（前月末～）
10月31日比

（前週末～）
11月16日比

日経平均株価（円） 21,454 21,920 21,680 21,646 0.9% -1.2% -0.2%

TOPIX（ポイント） 1,716 1,646 1,629 1,628 -5.1% -1.0% -0.0%

NYダウ（ドル） 24,103 25,115 25,413 24,285 0.8% -3.3% -4.4%

S&P 500（ポイント） 2,640 2,711 2,736 2,632 -0.3% -2.9% -3.8%

ナスダック総合指数（ポイント） 7,063 7,305 7,247 6,938 -1.8% -5.0% -4.3%

ユーロストックス（ポイント） 373 353 350 345 -7.7% -2.2% -1.6%

上海総合指数（ポイント） 3,168 2,602 2,679 2,579 -18.6% -0.9% -3.7%

円／ドル（円） 106.28 112.94 112.83 112.96 6.3% 0.0% 0.1%

円／ユーロ（円） 130.97 127.76 128.82 128.06 -2.2% 0.2% -0.6%

ドル／ユーロ（ドル） 1.2323 1.1312 1.1417 1.1337 -8.0% 0.2% -0.7%

ＷＴＩ 原油先物（ドル/バレル） 64.94 65.31 56.46 50.42 -22.4% -22.8% -10.7%

*金利は変化幅

日本10年国債（％） 0.05 0.13 0.10 0.10 0.05 -0.03 0.00

米国10年国債（％） 2.74 3.14 3.06 3.04 0.30 -0.10 -0.02

ドイツ10年国債（％） 0.50 0.39 0.37 0.34 -0.16 -0.05 -0.03

イタリア10年国債（％） 1.79 3.43 3.49 3.41 1.62 -0.02 -0.08

スペイン10年国債（％） 1.16 1.55 1.64 1.63 0.47 0.08 0.00
*市場が休日の場合は前営業日の数値を記載しています。 (出所)Bloomberg
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先週の市場動向（内外金利、為替、経済指標）

国内金利

米国金利

為替

為替

～欧州は引き続き弱い結果 ～住宅市場はやや低調

　

※ 現時点での市場見通しを示したものであり、当社の投資方針と必ずしも整合するとは限りません。

※ 本資料は当社が情報提供を目的に作成したものであり、保険募集を目的とするものではありません。

※ データの一部は当社が信用できると判断した情報源より作成しておりますが、正確性・完全性について当社が保証するものではありません。 お問い合わせ先：特別勘定運用部
※ 終ページのご連絡事項についてよくお読み下さい。

週を通じてもみ合う展開。イタリアの予算案や英国のEU離脱を巡る
問題からリスク回避姿勢が強まり、0.1％を下回る水準まで金利は
低下。その後金利が上昇する局面もあったが、世界景気の先行き
不透明感の高まりなどから再び金利は低下した。

ほぼ横ばい

今後の見通し

G20を前に様子見姿勢の強い相場展開か
・月末にスタートするG20首脳会議を前に今週は動きのとりづらい相場となる見込み。 大
の注目はG20に合わせて用意されている米中首脳会談。対立緩和に向けた交渉が開始さ
れれば市場のリスクオフもひとまず後退しようが、先週はトランプ政権が同盟諸国に対して
ファーウェイ（中国通信機器メーカー）製品の使用中止を打診していたと報じられ、米中関
係への懸念が広がっている。
・先週米国株は大きく売られたが、米国では22日の感謝祭から23日のブラックフライデーま
で連休を取得する投資家も多く、休暇前のポジション調整も要因の一つだったと考えられ
る。連休明けのサイバーマンデーをきっかけにクリスマスラリーが意識され、売りが一服す
る可能性もあろう。日経平均については、PERは依然として低水準であり、企業業績対比で
割安感が強いことから年末にかけて底堅い推移を予想する。

 TEL 050－3780－1007

小幅低下
週を通じて動きは限定的であったが、小幅ながら金利低下基調が
続いた。金曜日には株安、原油安を受けて安全資産としての米国
債の需要が高まり、10年金利は一時9月下旬以来の水準まで低下
した。

ほぼ横ばい
米株の下落を受けて一時112円台前半まで円高ドル安が進行。そ
の後、米国の感謝祭休日に向けて積極的な売買が手控えられる
中、米株の反発や米中通商協議の進展期待などから、113円台前
半まで戻し、週末にかけては113円を挟んだ動きが続いた。

日米10年国債金利

米国 情報技術関連株の動き

11月　各国製造業PMI 10月 米国住宅関連指標
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(出所)Bloomberg※ 判定は、事前予想よりポジティブであれば ○ 。
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日付 国 イベント 予測値
11/26 独 11月 IFO企業景況感指数 102.3
11/28 米 11月 消費者信頼感指数 135.8

パウエルFRB議長講演 -
11/29 米 FOMC議事録 -
11/30 日 10月 鉱工業生産（前月比） 1.2%

- G20首脳会議（～12月1日）・米中首脳会談 -

今週の注目イベントなど

2018年3月末を100として指数化

FANG+ 指数 （※） は10月以降下げが加速

※ FANG+指数 … 米国のIT（情報技術）企業大手4社のフェイスブック、アマゾン、

ネットフリックス、グーグル（現アルファベット傘下）の頭文字をつないだ「FANG」に、

アップル、アリババ、バイドゥ、エヌビディア、テスラ、ツイッターを加えた、ハイテク、

ネット関連を代表する10銘柄で構成される指数。

• FANG+指数は先週1週間で6.7％下落し、6月高値からの下落率は一

時25％に到達。この間に時価総額は約1兆ドル（112兆円）減少。

• ハイテク株は成長期待で大きく買われてきたが、足元では業績見通し

の下振れが相次いでおり、時価総額が大きいアップルには新型スマ

ホに減産観測が台頭するなど悪材料が重なっている。

• 世界景気の鈍化や米中貿易戦争への懸念を背景に投資家はリスク

回避の動きを強めており、株式市場全体が軟調に推移する中、著しく

株価が上昇していたハイテク株に利益確定の売り圧力が強まったも

のとみられる。

• 米国の情報技術関連銘柄は、中長期的には技術革新を背景に高い

成長期待が維持されるとみられるが、足元ではリスク回避の動きも根

強く、当面は値動きの荒い不安定な展開が続くと予想する。

(出所)Bloomberg等

日本 経済指標 期間 予測 実績 判定

11/22 消費者物価指数（前年比） 10月 1.4% 1.4% -

米国 経済指標 期間 予測 実績 判定

11/20 住宅着工件数 10月 122.8万件 122.8万件 -

11/21 耐久財受注(前月比/速報値) 10月 -2.6% -4.4% ×

11/21 中古住宅販売件数 10月 520万件 522万件 ○

11/21 新規失業保険申請件数 11月17日 21.5万件 22.4万件 ×

11/23 ﾏｰｸｲｯﾄ米国製造業PMI（速報値） 11月 55.7 55.4 ×

欧州 経済指標 期間 予測 実績 判定

11/23 ﾏｰｸｲｯﾄ ﾕｰﾛ圏製造業PMI（速報値） 11月 52.0 51.5 ×
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予想 実績

日本 - 51.8    

米国 55.7    55.4    
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中国 50.0    50.1    
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予想 結果

中古住宅件数（万件） 520    522    

住宅着工件数（万件） 122.8 122.8 
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